
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年６月時点＞ 
交付限度額 14 億 2216 万円   

うち令和７年度 交付決定額 0 円（0%） 

うち令和８年度 交付決定額 13 億 7517 万円（97%） 

残額 4699 万円（3%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆物価高騰対応プレミアム商品券事業  事業費：12 億円  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰に直面する市民の生活支援及び地域経済の活性化を目的として、市内で幅広く使用できるプレミアム商品券（１口１万円相当の商品券を 5,000

円で販売。プレミアム率 100％。）を 20 万口発行。市民１人当たり２口（２万円分）まで申込可能。 

 

◆物価高騰対応学校給食食材調達事業  事業費：7,895 万 2 千円  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰に対する子育て世帯の負担を軽減するため、給食費を公費負担（小学校の給食費無償、中学校の給食費の増額差し控え）。 

 

◆【私立園】給食費補助事業  事業費：4,814 万円  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰に対する子育て世帯の負担を軽減するため、給食費の材料費に係る物価高騰分を私立園へ補助。 

 

◆【公立園】給食費負担軽減事業  事業費：1,702 万 4 千円  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰に対する子育て世帯の負担を軽減するため、給食費の材料費に係る物価高騰分を公費負担（給食費の増額差し控え）。 
 

事業者支援 

◆物価高騰対応新たな産地形成事業費補助金  事業費：2,605 万円 

 新たな農産物の産地化に取り組むことにより、農業者の所得向上や経営の安定化を図ることで、物価高騰の影響を受けた農業者を支援。 

（障害物等除去経費：経費の 2/3、30,000 円×申請面積、300 万円のいずれか低い額、未収益期間栽培管理：5,000 円×申請面積 ※上限 50 万円/年度） 

 

◆物価高騰対応脱炭素投資促進事業費補助金  事業費：500 万円 

 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける市内中小企業等を支援するため、省エネ・再エネ設備導入に係る金融機関借入の利子相当額（補助

対象経費の 1/2 以内 ※上限 50 万円）を補助。 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定 
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